
金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 63,873,811,449 固定負債 14,018,368,939
有形固定資産 60,016,537,750 地方債 10,054,873,318

事業用資産 13,068,441,907 長期未払金 0
土地 6,426,876,513 退職手当引当金 1,654,759,668
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 15,966,861,916 その他 2,308,735,953
建物減価償却累計額 △ 9,709,376,754 流動負債 1,259,971,656
工作物 883,027,849 1年内償還予定地方債 688,871,842
工作物減価償却累計額 △ 499,500,101 未払金 222,519,716
船舶 1,072,756 未払費用 0
船舶減価償却累計額 △ 520,272 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 113,808,162
航空機 0 預り金 234,771,936
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 15,278,340,595
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 65,965,385,022

インフラ資産 46,482,692,698 余剰分（不足分） △ 12,910,723,811
土地 34,934,989,084
建物 790,671,709
建物減価償却累計額 △ 515,358,220
工作物 18,441,922,731
工作物減価償却累計額 △ 8,085,867,715
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 916,335,109

物品 938,076,673
物品減価償却累計額 △ 472,673,528

無形固定資産 827,147,587
ソフトウェア 588,336
その他 826,559,251

投資その他の資産 3,030,126,112
投資及び出資金 8,381,149

有価証券 1,149
出資金 8,380,000
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 253,758,115
長期貸付金 0
基金 2,799,989,927

減債基金 55,469,113
その他 2,746,524,735

その他 0
徴収不能引当金 △ 34,007,000

流動資産 4,459,190,357
現金預金 1,869,686,569
未収金 418,729,492
短期貸付金 25,000,000
基金 2,066,573,573

財政調整基金 2,066,573,573
減債基金 0

棚卸資産 51,616,900
その他 29,051,687

徴収不能引当金 △ 1,467,864 53,054,661,211

68,333,001,806 68,333,001,806資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

負債合計

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

科目 科目



金額

経常費用 17,094,883,322

業務費用 6,132,753,470

人件費 1,874,804,533

職員給与費 1,562,054,829

賞与等引当金繰入額 112,369,948

退職手当引当金繰入額 △ 3,672,204

その他 204,051,960

物件費等 4,011,419,341

物件費 3,059,331,568

維持補修費 78,161,448

減価償却費 873,877,722

その他 48,603

その他の業務費用 246,529,596

支払利息 57,760,643

徴収不能引当金繰入額 3,437,595

その他 185,331,358

移転費用 10,962,129,852

補助金等 5,916,177,879

社会保障給付 5,023,414,838

他会計への繰出金 0

その他 22,537,135

経常収益 380,459,705

使用料及び手数料 172,323,844

その他 208,135,861

純経常行政コスト 16,714,423,617

臨時損失 1

災害復旧事業費 0

資産除売却損 1

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 0

臨時利益 16,453,789

資産売却益 16,453,789

その他 0

純行政コスト 16,697,969,829

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和３年４月１日
至　令和４年３月31日

科目



（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 65,894,897,810 △ 13,346,773,129

純行政コスト（△） △ 16,697,969,829

財源 17,283,051,361

税収等 8,088,888,788

国県等補助金 9,194,162,573

本年度差額 585,081,532

固定資産等の変動（内部変動） 636,635,888 △ 636,635,888

有形固定資産等の増加 1,030,625,087 △ 1,030,625,087

有形固定資産等の減少 △ 873,877,724 873,877,724

貸付金・基金等の増加 778,226,098 △ 778,226,098

貸付金・基金等の減少 △ 298,337,573 298,337,573

資産評価差額

無償所管換等 △ 214,561,580

 他団体出資等分の増加 - - -

 他団体出資等分の減少 - - -

 比例連結割合変更に伴う差額 △ 42,206,748 23,502,993 △ 65,709,741

その他 △ 375,090,089 553,313,415

本年度純資産変動額 70,487,212 436,049,318

本年度末純資産残高 65,965,385,022 △ 12,910,723,811

△ 214,561,580

178,223,326

506,536,530

53,054,661,211

0

585,081,532

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　令和３年４月１日

至　　令和４年３月31日

科目 合計

52,548,124,681

△ 16,697,969,829

17,283,051,361

8,088,888,788

9,194,162,573



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 16,256,437,075
業務費用支出 5,294,307,223

人件費支出 1,891,269,810
物件費等支出 3,144,699,788
支払利息支出 57,760,643
その他の支出 200,576,982

移転費用支出 10,962,129,852
補助金等支出 5,916,177,879
社会保障給付支出 5,023,414,838
他会計への繰出支出 0
その他の支出 22,537,135

業務収入 17,228,176,236
税収等収入 8,006,121,468
国県等補助金収入 8,861,388,058
使用料及び手数料収入 164,048,083
その他の収入 196,618,627

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 0

臨時収入 51,363,285
業務活動収支 1,023,102,446
【投資活動収支】

投資活動支出 1,808,670,611
公共施設等整備費支出 1,030,625,087
基金積立金支出 753,045,524
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 25,000,000
その他の支出 0

投資活動収入 611,002,088
国県等補助金収入 42,912,000
基金取崩収入 272,562,858
貸付金元金回収収入 25,000,000
資産売却収入 229,187,909
その他の収入 41,339,321

投資活動収支 △ 1,197,668,523
【財務活動収支】

財務活動支出 583,366,541
地方債償還支出 576,423,341
その他の支出 6,943,200

財務活動収入 1,193,306,694
地方債発行収入 1,193,306,694
その他の収入 0

財務活動収支 609,940,153
435,374,076

1,192,275,500
比例連結割合変更に伴う差額 7,265,173

1,634,914,749

前年度末歳計外現金残高 237,064,861
本年度歳計外現金増減額 △ 2,293,041
本年度末歳計外現金残高 234,771,820
本年度末現金預金残高 1,869,686,569

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　　令和３年４月１日

至　　令和４年３月31日

科目 金額



連結財務書類に係る注記

１．重要な会計方針

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価として

います。また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき、有形固定資産等の評価を行っています。

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。出資金のうち、

市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としています。ただし、市場価格のないものについて、出資先の

財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出資金の

価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものしています。

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）

定額法を採用しています。

② 無形固定資産

定額法を採用しています。

（４） 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しております。

② 賞与引当金

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合（4/6か月）を乗じた

　額を計上しております。連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。

③ 退職給付引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。

④ 損失補償引当金

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っています。

（５） リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産

及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。

（６） 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。このうち現金

同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含みます。

（７） 採用した消費税等の会計処理

税込方式にて処理しています。連結対象については、それぞれの会計基準に従い、会計処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

（１）会計処理の原則

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成を行っています。

３．重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

特になし

（２）地方財政制度の大幅な改正

特になし

（３）組織・機構の大幅な変更

特になし



（４）重大な災害等の発生

特になし

（５）その他重要な後発事象

特になし

４． 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

特になし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

特になし

（３）その他主要な偶発債務

特になし

５．追加情報

（１） 対象団体（会計）の一覧、連結方法

① 一般会計：全部連結

② 土地取得特別：全部連結

③ 国民健康保険特別会計（保健事業勘定）：全部連結

④ 介護保険特別会計：全部連結

⑤ 後期高齢者医療特別会計：全部連結

⑥ 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）：全部連結

⑦ 大治町下水道事業会計：全部連結

⑧海部地区水防事務組合：比例連結

⑨海部地区急病診療所組合：比例連結

⑩海部地区環境事務組合：比例連結

⑪海部東部消防組合：比例連結

⑫愛知県後期高齢者医療広域連合：比例連結

⑬愛知県市町村職員退職手当組合：みなし連結※

※連結財務書類の貸借対照表に当該 団体の持分相当の退職手当にかかる基金及び退職手当支給準備金を計上して退職

手当組合を連結したものとみなすことができるものとします。

（２） 出納整理期間

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数を

もって会計年度末の計数としています。（地方自治法235 条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日を

もって閉鎖する。」）

（３） 表示単位未満

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。


